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1　　　　農林水産部農林水産部農林水産部農林水産部のののの施策展開施策展開施策展開施策展開

平成17年度に「新農林水産業・農山漁村活性化行動計画」を策定し，元気な農林水産業・農山漁村を目指して各施策を展開中。

農林水産業の構造改革により，「「「「産業産業産業産業としてとしてとしてとして自立自立自立自立できるできるできるできる農林水産業農林水産業農林水産業農林水産業のののの確立確立確立確立」」」」 を図ることを最大の目標としている。

【担い手を中心とした

　　　　　力強い産地育成】

◇集落法人設立の着実な推進

と併せ，収益性の高い園芸作

物や畜産の導入を推進し，積

極的に経営の高度化を推進

【営農の合理化・効率化】

◇生産性の向上とともに農村

環境の整備を推進

【農地保全を通じた多面的

　　　　　機能の維持発揮】

◇集落の共同作業による農地

の保全活動を通じ，多面的機

能を確保すると共に，地域の

活性化を推進

集落法人の設立

と経営の高度化

ほ場整備

直接支払制度直接支払制度直接支払制度直接支払制度

担い手が

中心となった

力強い農業

構造の確立法人設立数120全国第1位
担い手が

中心となった

力強い農業

構造の確立法人設立数120全国第1位
農地の

生産性向上県内ほ場整備率92.0％農地の

生産性向上県内ほ場整備率92.0％
農地等の

継続的な

利用と保全協定数1,516全国第1位交付面積19,755ha全国第4位
農地等の

継続的な

利用と保全協定数1,516全国第1位交付面積19,755ha全国第4位
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【概要】集落環境の維持・保全が困難な小規

　模高齢化集落とCSR活動を実施する企業

　をマッチングする。

【目的】企業のCSR活動を誘導する仕組み

　づくりを行い，良好な集落環境を維持・保全

　する。

【概要】県・市町が駆除計画を策定し，一斉

　駆除を実施する。また，市町が行う駆除強

　化等に支援する。

【目的】イノシシ被害の拡大に伴い，緊急対

　策として駆除の強化に取組む。

【概要】集落環境の維持・保全が困難な小規

　模高齢化集落とCSR活動を実施する企業

　をマッチングする。

【目的】企業のCSR活動を誘導する仕組み

　づくりを行い，良好な集落環境を維持・保全

　する。

【概要】県・市町が駆除計画を策定し，一斉

　駆除を実施する。また，市町が行う駆除強

　化等に支援する。

【目的】イノシシ被害の拡大に伴い，緊急対

　策として駆除の強化に取組む。
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他部の施策例（H20年度～）
他部の施策例（H20年度～）

企業の社会貢献（CSR）マッチング事業

イノシシ3万頭駆除事業

・
・
・
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【積極的な取組】【積極的な取組】　５年間の最低限の活動に加えて・・・①農用地等保全マップの作成・実践　・・・必須要件必須要件②地域の実態に即して，次のＡ又はＢ要件のいずれかを選択して実践　・・・選択要件選択要件
Ａ要件

Ｂ要件

いずれか２つを選択 ア　生産性・収益向上に向けた活動（機械の共同利用，高付加価値型農業等）イ　担い手の育成に向けた活動（新規就農者の確保，担い手への作業委託等）ウ　多面的機能の発揮に向けた活動（都市住民等との交流，自然生態系の保全等）または いずれか１つを選択 ア　集落を基礎とした営農組織の育成イ　担い手への農地化

２２２２　　　　中山間地域等直接支払制度中山間地域等直接支払制度中山間地域等直接支払制度中山間地域等直接支払制度のののの概要概要概要概要

Ⅰ　中山間地域等

直接支払制度とは

（１）制度の概要

　　 農業生産条件が不利な中山間地域等において，耕作放棄の発生を防止し，農地の多面的機能の確保を図るため，協定を

　締結して農業生産活動などを行う農家等へ交付金を交付する。

（２）段階的交付単価【二期対策（平成17年度～21年度）の特徴】… 段階的単価を設定し，将来に向けた前向きな取組みを促す。将来に向けた前向きな取組みを促す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　【５年間の最低限の活動】【５年間の最低限の活動】 　○集落の将来像等を記載した集落マスタープランの作成・実践○農道・水路の維持管理，○耕作放棄の発生防止，○多面的機能増進活動≪≪≪≪基礎単価基礎単価基礎単価基礎単価（（（（体制整備単価体制整備単価体制整備単価体制整備単価のののの８８８８割割割割））））≫≫≫≫

≪≪≪≪体制整備単価体制整備単価体制整備単価体制整備単価≫≫≫≫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【より積極的な取組】【より積極的な取組】　①土地利用調整加算土地利用調整加算　　　　・・・担い手への受委託等を一定規模行う場合，集落全体に加算②規模拡大加算規模拡大加算　　　　　　　・・・担い手へ新たに利用権設定等を行った農用地について加算③耕作放棄地復旧加算耕作放棄地復旧加算　 　・・・耕作放棄地を協定農用地の一定割合以上復旧した場合，復旧面積に加算④法人設立加算法人設立加算　　　　　　　・・・農業生産法人を設立する場合に加算

［イメージ図］加算措置 　体制整備単価　体制整備単価の８割

≪≪≪≪加算措置加算措置加算措置加算措置≫≫≫≫



5

（３）　交付金の流れ

　　次の流れにより，交付金を交付する。

Ⅰ　中山間地域等

直接支払制度とは

（４）　中間年評価について

　　 中山間地域等直接支払制度の二期対策が平成17年度から開始され，３年が経過しようとしている。

　 　本制度は市町・県・国において，それぞれ制度導入による効果等の評価を行い，その実施状況等を踏まえ，制度全体の見直

　しを行うこととされている。

　 　評価は，集落協定で規定した農業生産活動等として取組むべき事項，集落マスタープランに定めた取組むべき事項等の達成

　状況，及び自立的かつ継続的な農業生産活動等の進捗状況等について行うこととされている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠：中山間地域等直接支払交付金実施要領第13

　　　　  　 中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用第18

（４）　中間年評価について

　　 中山間地域等直接支払制度の二期対策が平成17年度から開始され，３年が経過しようとしている。

　 　本制度は市町・県・国において，それぞれ制度導入による効果等の評価を行い，その実施状況等を踏まえ，制度全体の見直

　しを行うこととされている。

　 　評価は，集落協定で規定した農業生産活動等として取組むべき事項，集落マスタープランに定めた取組むべき事項等の達成

　状況，及び自立的かつ継続的な農業生産活動等の進捗状況等について行うこととされている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠：中山間地域等直接支払交付金実施要領第13

　　　　  　 中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用第18

国 県 市町

協定

（農家等）

交付金

基金取崩分

県負担金

基金

交
付
金

基
金
造
成

基
金
取
崩

基金分・県分

市町負担金
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Ⅰ　取組市町数

（H20実績）

３３３３　　　　事業事業事業事業のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

18対象農用地のある市町数

18基本方針策定市町数

17交付市町数

23県内市町数

安芸太田

呉

廿日市

大竹 坂府中海田
竹原

三次

安芸高田

三原 向島
府中

庄原

大崎上島

北広島

神石高原

世羅

尾道

東広島

江田島

広島

呉

広島
福山

熊野

基本方針策定市町のうち，福山市

のみが交付なし

…

交付市町

県内23市町のうち，18市町で基本方針を策定し，そのうち17市町において事業を実施している。

また，県内耕地面積のうち33％，また対象農用地（※）の64％で，交付金が交付されている。

県内23市町のうち，18市町で基本方針を策定し，そのうち17市町において事業を実施している。

また，県内耕地面積のうち33％，また対象農用地（※）の64％で，交付金が交付されている。

64.2％C/B

33.4％C/A
19,913

C

交付見込

面積（ha）

51.9％B/A31,000

B

対象農用地

面積（ha）

59,700

A

耕地面積

（ha）

※対象農用地・・・市町基本方針で定めた，交付の対象となり得る農用地
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Ⅱ　協定数

（H19実績とH20実績）

個別協定集落協定全体

2

68

66

2

（98.5％）
67

（98.5％）
65

体制整備

単価

－

（1.5％）
1

（1.5％）
1

基礎

単価

10

1,459

1,449

14

（38.3％）
559

（37.6％）
545

体制整備

単価

▲4

（61.7％）
900

（62.4％）
904

基礎

単価

増減

20年度

実績

19年度

実績

12

1,527

1,515

16

（40.3％）
626

（40.3％）
610

体制整備

単価

▲4

（59.7％）
901

（59.7％）
905

基礎

単価

集落協定
559545 9009040 200 400 600 800 1000 1200 1400 160020年度19年度

○基礎単価の協定が全体の6割を占めている。

○しかしながら，前年度と比較し，わずかであるが基礎単価から積極的な取組を行う体制整備単価への移行が見られる。

○基礎単価の協定が全体の6割を占めている。

○しかしながら，前年度と比較し，わずかであるが基礎単価から積極的な取組を行う体制整備単価への移行が見られる。

個別協定
6765 110 10 20 30 40 50 60 70 80 90 10020年度19年度全協定

626610 901905
0 200 400 600 800 1000 1200 1400 160020年度19年度
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Ⅲ　交付面積の内訳

（H20実績）

①　交付単価別面積（ha）
②　加算単価適用面積（ha）

　体制整備単価協定数は全体

の4割だが，体制整備単価面積

は全体の過半となっている。

　体制整備単価協定が基礎単

価協定よりも大規模に取組んで

いる。

　体制整備単価協定数は全体

の4割だが，体制整備単価面積

は全体の過半となっている。

　体制整備単価協定が基礎単体制整備単価協定が基礎単

価協定よりも大規模に取組んで価協定よりも大規模に取組んで

いる。いる。

県が推進している「集落法人

設立」に即した加算措置適用

が見られる。

県が推進している「集落法人県が推進している「集落法人

設立」に即した加算措置適用設立」に即した加算措置適用

が見られる。が見られる。

基礎単価9,312ha（46.8％）体制整備単価10,601ha（53.2％）
全体19,913ha

③　地目別面積（ha）

田での締結が9割を超え，水田

地域での協定締結が進んでい

る。

田での締結が9割を超え，水田

地域での協定締結が進んでい

る。

④　交付基準別面積（ha）

急傾斜と緩傾斜，ほぼ同程

度の締結状況となっている。

急傾斜と緩傾斜，ほぼ同程

度の締結状況となっている。

法人設立1,668ha（57.6％）耕作放棄地復旧2ha（0.1％）土地利用調整196ha（6.8％）
規模拡大1,028ha（35.5％）
全体2,894ha

田19,000ha（95.4％）
畑902ha（4.5％）草地・採草放牧地11ha（0.1％）

全体19,913ha

急傾斜10,489ha（52.7％）緩傾斜9,424ha（47.3％）
全体19,913ha
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Ⅳ　交付見込額

（H19見込）

うち集落協定交付見込額

－2,598,364交付見込額（千円）【集落協定+個別協定】
（100％）

（38％）

（62％）

個人配分

共同取組活動 1,575,526

965,645

2,541,171

551,434

141,797

173,308

189,063

220,574

299,350

金額（千円）

（35％）

（9％）

（11％）

（12％）

（14％）

（19％）

割合

⑤鳥獣被害防止対策費

②機械導入・施設整備のための積立

①道・水路管理費

③農地等管理費

⑥その他

④共同利用機械購入費

使途

①　平成19年度交付見込総額の配分割合

②　共同取組活動の使途見込

○共同取組活動に充当する額が全体の6割となっている。

○また，交付金を道・水路の管理，農地の管理等，最低限の活動に活用する例が多いが，共同機械・施設購入に充当する

　額も多い。

○共同取組活動に充当する額が全体の6割となっている。

○また，交付金を道・水路の管理，農地の管理等，最低限の活動に活用する例が多いが，共同機械・施設購入に充当する

　額も多い。

※配分割合はH18年度実績を参考とした

※配分割合はH18年度実績を参考とした

集落協定集落協定集落協定集落協定におけるにおけるにおけるにおける配分割合配分割合配分割合配分割合
共同取組活動62％個人配分38％

共同取組活動共同取組活動共同取組活動共同取組活動のののの使途使途使途使途道水路管理費19％機械・施設用積立14％農地等管理費12％共同機械購入費11％鳥獣害対策費9％
その他35％
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Ⅰ　集落協定

（全協定の取組状況）

859③　賃借権設定・農作業の委託 947②　鳥獣被害防止対策 965①　農地の法面管理
126⑥　その他 183⑤　簡易な基盤整備 238④　既耕作放棄地の保全管理
協定数耕作放棄の防止に係る活動内容

624②　景観作物の作付け 1,001①　周辺林地の下草刈
418③　堆きゅう肥の施肥
254⑥　その他 28⑤　市民農園等の開設・運営 67④　魚類・昆虫類の保護
協定数多面的機能増進に係る活動内容

耕作放棄耕作放棄耕作放棄耕作放棄のののの防止等防止等防止等防止等のののの活動実施状況活動実施状況活動実施状況活動実施状況

00002002002002004004004004006006006006008008008008001000100010001000120012001200120014001400140014001600160016001600
①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④ ⑤⑤⑤⑤ ⑥⑥⑥⑥

　（　（　（　（１１１１））））全協定全協定全協定全協定にににに係係係係るるるる活動取組状況活動取組状況活動取組状況活動取組状況
　（　（　（　（１１１１））））全協定全協定全協定全協定にににに係係係係るるるる活動取組状況活動取組状況活動取組状況活動取組状況

○耕作放棄の防止に係る活動では，「農地の法面管理」，「鳥獣被害防止対策」，また農地の流動化のための「農作業の委託」が大半

　を占めている。

○水路・農道の管理に係る活動は，ほとんどの協定において実施されている。

○多面的機能増進活動については，周辺林地の下草刈に取組む協定がもっとも多く，市民農園の開設など，都市農村交流は低調で

　ある。

○耕作放棄の防止に係る活動では，「農地の法面管理」，「鳥獣被害防止対策」，また農地の流動化のための「農作業の委託」が大半

　を占めている。

○水路・農道の管理に係る活動は，ほとんどの協定において実施されている。

○多面的機能増進活動については，周辺林地の下草刈に取組む協定がもっとも多く，市民農園の開設など，都市農村交流は低調で

　ある。

105③　その他の施設（ため池等）の管理 1,434②　農道の管理 1,447①　水路の管理 協定数水路・農道の管理に係る活動内容
水路水路水路水路・・・・農道等農道等農道等農道等のののの管理活動取組状況管理活動取組状況管理活動取組状況管理活動取組状況

00002002002002004004004004006006006006008008008008001000100010001000120012001200120014001400140014001600160016001600

①①①① ②②②② ③③③③

多面的機能増進活動取組状況多面的機能増進活動取組状況多面的機能増進活動取組状況多面的機能増進活動取組状況

00002002002002004004004004006006006006008008008008001000100010001000120012001200120014001400140014001600160016001600

①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④ ⑤⑤⑤⑤ ⑥⑥⑥⑥
①965（66.6％） ②947（65.4％） ③859（59.3％） ④238（16.4％） ⑤183（12.6％） ⑥126（8.7％）

①1,447（99.9％） ②1,434（99.0％） ③105（7.2％） ⑤28（1.9％）
①1,001（69.1％） ②624（43.1％） ③418（28.8％） ④67（4.6％） ⑥254（17.5％）

※　（％）は全協定1,449に占める取組割合

４４４４　　　　協定活動協定活動協定活動協定活動のののの達成状況評価達成状況評価達成状況評価達成状況評価
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Ⅰ　集落協定

（体制整備単価の取組状況）

315②農地法面，水路・農道等補修改良

422①鳥獣害防止対策

6③既耕作放棄地の復旧又は林地化

協定数（重複あり）農用地等保全ﾏｯﾌﾟ（将来に亘って農地を保全

するための活動をマッピングしたもの）取組内容

農用地等保全農用地等保全農用地等保全農用地等保全マップマップマップマップ取組状況取組状況取組状況取組状況
000050505050100100100100150150150150200200200200250250250250300300300300350350350350400400400400450450450450

①①①① ②②②② ③③③③

（（（（２２２２））））体制整備単価協定体制整備単価協定体制整備単価協定体制整備単価協定にににに係係係係るるるる活動取組状況活動取組状況活動取組状況活動取組状況

　　　　　　　　　　　　【　　　　　　　　　　　　【　　　　　　　　　　　　【　　　　　　　　　　　　【体制整備単価体制整備単価体制整備単価体制整備単価をををを適用適用適用適用するするするする545協定協定協定協定についてについてについてについて】】】】

（（（（２２２２））））体制整備単価協定体制整備単価協定体制整備単価協定体制整備単価協定にににに係係係係るるるる活動取組状況活動取組状況活動取組状況活動取組状況

　　　　　　　　　　　　【　　　　　　　　　　　　【　　　　　　　　　　　　【　　　　　　　　　　　　【体制整備単価体制整備単価体制整備単価体制整備単価をををを適用適用適用適用するするするする545545協定協定協定協定協定協定協定協定についてについてについてについて】】】】

○農用地等保全ﾏｯﾌﾟ （将来に亘って農地を保全するための活動をマッピングしたもの）については，鳥獣害防止対策が必要として作成

　している協定が多く，鳥獣被害が共通の課題となっている。

○農業生産活動等の体制整備として取組むべき活動については，営農組織の育成や担い手への集積など，集落をまとまりとした農作

　業等を行っている集落が多い。次いで，非農家や集落外との連携を図り，集落の活性化を図る集落が多くなっている。

○農用地等保全ﾏｯﾌﾟ （将来に亘って農地を保全するための活動をマッピングしたもの）については，鳥獣害防止対策が必要として作成

　している協定が多く，鳥獣被害が共通の課題となっている。

○農業生産活動等の体制整備として取組むべき活動については，営農組織の育成や担い手への集積など，集落をまとまりとした農作集落をまとまりとした農作

　業等業等を行っている集落が多い。次いで，非農家や集落外との連携を図り，集落の活性化を図る集落が多くなっている。

39⑥高付加価値型農業の実践

36
⑦自然生態系の保全に関する学校教育等との

連携

193
②多面的機能の持続的発揮に向けた非農家・他

集落との連携

261①機械・農作業の共同化

109④担い手集積化

121③集落を基礎とした営農組織の育成

160⑧その他

98⑤担い手への農作業委託

協定数（重複あり）農業生産活動等の体制整備として取組むべき

活動取組内容

①422（77.4％） ②315（57.8％） ③6（1.1％）
農業生産活動等農業生産活動等農業生産活動等農業生産活動等のののの体制整備体制整備体制整備体制整備としてとしてとしてとして取組取組取組取組むべきむべきむべきむべき活動活動活動活動にににに係係係係るるるる取組状況取組状況取組状況取組状況

000050505050100100100100150150150150200200200200250250250250300300300300350350350350400400400400450450450450
①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④ ⑤⑤⑤⑤ ⑥⑥⑥⑥ ⑦⑦⑦⑦ ⑧⑧⑧⑧
①261（47.9％）②193（35.4％）③121（22.2％）④109（20％）⑤98（17.9％）⑥39（7.2％）⑦36（6.6％）⑧160（29.3％） ※　（％）は体制整備単価協定545に占める取組割合

（協定数） （協定数）


